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事 業 名 称 空き家対策包括連携ネットワーク事業 

事 業 主 体 三重県 伊賀市 

連 携 主 体 

（一社）三重県建築士事務所協会、（公社）三重県宅地建物取引業協会、（公社）全
日本不動産協会三重県本部、（一社）三重県不動産鑑定士協会、（一社）三重県
建設業協会伊賀支部、三重県司法書士会、三重県土地家屋調査士会、西日本
旅客鉄道株式会社、（一社）ノオト 

事 業 の特 徴 

・多用途での活用が可能な「空き家ストックバンク」構築のため、空き家の流通可否判

定手法の構築と現地調査の実施 

・利用者の安心を保障することを目的とした官民連携によるワンストップサポート 

成 果 

・流通可否判定手法の確立 

・2,226棟の空き家利活用調査実施並びに空き家活用カルテの作成 

・利活用可能空き家 1,389棟のうち、500棟の空き家所有者への活用意向調査及び

外部情報提供同意確認を実施（調査票回収率 39.2％、同意書 29.1％） 

成果の公表先 
伊賀市ホームページで公表（ＰＤＦ版はダウンロード可） 

https://www.city.iga.lg.jp/ 

 

１．事業の背景と目的 

全国的な人口減少と都市部への人口集中から地方都市の人口減少が問題となり、伊賀市においても同

様に喫緊の課題となっています。これに比例して、空き家も年々増加する傾向にあり、中心市街地などの空

洞化現象が顕著に現れています。 

地域経済や地域コミュニティなど様々な面で影響を受け、地域の停滞など悪循環を生み空き家化を加速

する要因にもなり、空き家化の抑止と人口維持対策が喫緊の課題として挙げられていました。 

こうした状況の中、空家法が施行され、空き家化の抑止と人口維持対策の両面から行政が主体にアプロー

チすることが可能となったことから、空き家を地域・社会資源として捉え、マネジメントすることで、空き家を使っ

たイノベーションを推進するため「空家等対策計画」を策定し、官民連携して取組み、空き家の適正管理の促

進と流通促進、地域活性に資するため取り組んでいます。 

こうした、資源である空き家を活用する手段を構築し、官民一体となって、空き家の利活用促進を図り、ま

た、空き家所有者などの諸課題を解決するためのワンストップサポート体制の連携強化を図ることを目的とし

ます。 

 

２．事業の内容 

（１）事業の概要と流れ 

    官民一体となって、流通を促進するための連携強化を図るため、活用可能な空き家の判定調査手法

の確立と外観からの現況調査を行い、その結果を空き家活用カルテとして活用手法のツールとして利用

します。あわせて、活用可能と判定した空き家の所有者に活用意向調査を行います。 

活用意向のある空き家所有者から外部情報提供にかかる同意を得ながら空き家をスムーズに活用

が図れるスキームの構築とストックバンクの構築を図ります。 

    

 

平成２９年度「空き家所有者情報提供による空き家利活用推進事業」成果報告書 

空き家調査 

活用判定 

意向調査 

カルテ 
同意書取得 

ストックバンク 
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◆これまでの経緯と事業の流れ 

２０１５（平成２７）年 

５月 

７月～３月末 

７月～８月末 

９月～１０月末 

１１月～１２月 

１２月 

２０１６(平成２８)年 

１月～２月末 

４月～６月 

 

５月 

 

６月 

７月～１２月 

７月～８月 

１０月 

２０１７(平成２９)年 

２月～３月 

６月２２日 

６月２３日 

７月１１日 

８月２１日 

８月２５日 

９月１４日 

 

１０月～１１月末 

１０月２日 

１２月１日～２１日 

 

１２月１４日 

１２月２２日～２５日 

１２月２７日 

２０１８(平成３０)年 

１月１０日 

１月１５日 

１月１６日 

１月２４日 

３月１日 

 

空家法完全施行  空家等対策計画策定を決定 

中古不動産市場並びに移住意向等の分析業務委託 

第１次空家等実態調査  ㈱ｾﾞﾝﾘﾝから空き家情報取得（N=1300） 

第２次空家等実態調査  第１次調査結果により住民自治協議会による調査(N=2735) 

所有者等確知調査 固定資産税情報取得 

空き家所有者等現況調査ならびに意向調査 

 

地域別ワークショップ開催 地域の意向調査 

第３次空家等実態調査事前調査（N=425） 市空き家対策係（一級建築士）による調査 

空家等（101棟）、特定空家等のおそれのある建築物（239棟）、法対象外（85棟） 

伊賀市空家等対策計画策定 

利活用可能空き家（2070棟）、特定空家等のおそれのある建築物（425棟）（N=2495） 

伊賀市空家等の適正管理に関する条例並びに施行規則全部改正 

空家等管理システム開発業務委託  判定基準の定量化 

７団体と業務協定締結  ７団体と伊賀市空家等対策推進包括連携協定締結 

伊賀流空き家バンク運用開始 

 

第３次空家等実態調査 特定空家等判定調査（N=239）認定数 102棟 

庁内検討会議 

空き家所有者情報提供による空き家利活用推進事業応募 

採択 協定団体等との事前協議 

交付決定 事業開始 

西日本旅客鉄道㈱、㈱NOTE、ﾊﾞﾘｭｰﾒﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 古民家再生事業聞き取り調査 

（一社）三重県建築士事務所協会と共同で空き家調査業務説明会開催 

空き家活用カルテ調査シート検討（協定団体）及びシステム開発（市）開始 

第４次空家等実態調査業務委託契約 調査開始（N=2226） 

伊賀上野城城下町 西日本旅客鉄道㈱、㈱NOTE、ﾊﾞﾘｭｰﾒﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  街歩き 

第４次空家等実態調査業務委託契約 変更契約 期間変更１２月２１日まで延長 

利活用可能空家等（1389棟） ※詳細は１５ページを参照 

西日本旅客鉄道㈱、（一社）ノオト 連携に向けた協議 

空き家所有者等確知調査 固定資産税情報取得（N=500） 

居住していない建築物の活用意向調査票発送（N=500） 調査期間翌年１月１５日 

 

庁内検討会議 

協定締結団体等との協議会  居住していない建築物の活用意向調査 

成果報告（東京） 

西日本旅客鉄道㈱、（一社）ノオト 事業実施に向けた協議 

（一社）ノオトと業務協定締結 

※協定締結団体と、月１～３回程度打合せ会議を実施 

※居住していない建築物の活用意向調査に合わせて空き家相談会を開催 １/２７、２/２４、３/２４  
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（２）主な取組の詳細 

１）空き家調査 

   空き家活用カルテは、伊賀市空家等の適正管理に関する条例に定める、空家等判定調査票並び

に伊賀市空き家バンク制度要綱に定める物件登録カードをベースとして作成しています。作成にあた

っては、一般社団法人三重県建築士事務所協会と公益社団法人三重県宅地建物取引業協会の専

門的な見地から状態評価を行い、流通ツールとして利用できるように調査項目を作成しています。 
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２）入力システム 

 空き家の現況調査では、調査棟数が２，２２６棟あり、調査業務期間の短縮を図ることを目的に、カルテシー

トを自動判定・作成することを目的に登録システムを作成 

◆作成にあたっての注意した点 

調査業務を請け負う一級建築士が所有しているＰＣのＯＳのバージョン情報を事前調査し、業務上最新

のＯＳを使用していることを確認を行い、入力フォームの作成を行っています。 

◆システム仕様 

  Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ ＥＸＣＥＬ２０１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 入力フォームで調査結果を入力し、活用カルテプレビューに画像を取り込み、登録ボタンをクリックすること

で、登録シートに入力フォームの情報を追加し、あわせて、活用カルテシートが自動的に作成されます。 

 そのため、入力と画像選択、登録を繰り返すことで、簡易にカルテが作成されていく仕組みとなっています。 

  

入力フォーム 
クリック 

活用カルテプレビュー 

登録シート 活用カルテシート 
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３）判定手法 

判定を行うため、調査項目となっている２２項目と「エリア※」を加えて２３項目を６段階評価し、６を最も良

い状態として、１を最も悪い状態として評価しています。 

そこに、２３項目を「利用可否」、「安全面」、「人気」、「歴史性」、「状態」、「アクセス」の６分類を割あて、

1次評価（表中「評価１」）では、６分類の平均値を出し、さらに、2次評価（表中「クロス評価」）では６分類に

関連がある項目に振り分けることで、同じ項目でも他の項目に影響があるものをクロス評価することにより６

分類の影響しあう項目を点数化しています。 

また、伊賀流空き家バンク利用登録者のアンケート結果や内覧実績、問合せデータ等の情報を基に用

途、構造、建て方など人気度合いに応じて評価を行っています。 

 ※エリアは、上野、いが、島ヶ原、阿山、大山田、青山エリアの６エリアがあります。 

空き家の状態などレーダーグラフを使うことで、

一目して利用可否や状態を知ることができ、物件

情報の定量化を行っています。 

中心部分の赤い枠内を指す場合は、活用が

難しい状態にあることを意味します。 
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４）空き家活用カルテ 

空き家調査結果と空き家所有者活用意向調査結果をあわせたものがカルテとして活用します。 

「情報ア」は、平成 27年 7月から平成 29年 2月に行った１次～３次空家等実態調査結果の空家等情

報が反映されています。「情報イ」は、平成 29年 10月から 12月に行った空き家調査結果が反映されて

います。「情報ウ」は、平成 29年 12月から平成 30年 1月に行った空き家所有者活用意向調査（正式名

称：居住していない建築物の活用意向調査）結果が反映されています。 

  

情報ア 

情報イ 

情報ア 

情報ア 

情報ウ 
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５）意向調査 

 

◆調査名     居住していない建築物の活用意向調査 

◆実施の目的  空き家所有者等の活用意向の把握と空き家の放置状態、空き家施策周知状況などの実

態を把握する。また、活用意向がある所有者等に外部情報提供に係る同意を得ることを目

的としています。 

◆対象の抽出  第４次空家等実態調査（空き家調査）で活用可能と判定した１３８９棟のうち、５００棟を対

象とした。残りの８３９棟については、継続して調査を実施します。また、未回答者についても

継続して調査を実施します。 

◆実施期間   配布日 ２０１７（平成２９）年１２月２７日 

回収日 ２０１８（平成３０）年１月１５日 

◆配布方法   記名方式によるアンケート回収、郵送法 

◆集計・表示  単一回答の結果は、％（パーセント）で表示しています。なお、％（パーセント）表示は、四捨

五入しているため、合計しても必ず１００％にはなりません。 

◆調査項目      

質問テーマ 質問項目 

空き家情報 ①空き家管理番号/②建物住所 

Ⅰ．回答者ご本人について ①年齢/②居住地 

Ⅱ．空き家対策・移住者支

援事業周知状況 

①伊賀流空き家バンク/②家財除去補助金/③リフォーム等

補助金/④伊賀流安心住宅プラン/５リノベーション補助金/

⑥住宅ローン低金利融資/⑦空き家取得費補助金/⑧空き

家維持管理サービス/⑨空家再生等事業補助金/⑩空き家

除却費補助金/⑪農地取得面積緩和/⑫空き家相談会/⑬

空き家ワンストップサービス 

Ⅲ．空き家所有者について ①回答者との続柄/②登記名義人/③相続登記行っていな

い理由/④生存状況がわからない理由 

Ⅳ．建物の状態と今後の居

住について 

①住まなくなってからの年数/②住まなくなった理由/③家財

道具について/④仏壇や位牌、神棚について/④-⑴お彼岸

やお盆について/⑤住宅への居住について 

Ⅴ．空き家対策・移住者支

援事業利用意向 

Ⅱの設問と同じ項目 

Ⅵ．活用意向について ①売却や賃貸としての利用/②活用方法/③観光資源として

の活用/④観光資源として活用する方法 

Ⅶ．自由意見 空き家対策・移住者支援事業への意見・要望 

その他 ①相談会参加意向確認/②空き家対策・移住者支援事業

資料請求 

ストックバンク登録及び外部

情報提供同意 

空き家活用ストックバンク登録及び外部情報の提供同意書 
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◆調査結果概要 

①住まなくなってからの年数 

住まなくなってからの年数で、「①１～５年前」が２０１５（平成２７）の調査（前回調査）は３４％で、今回調査

は２２％で、「②６～１０年前」が前回調査では１７％、今回調査は２６％で、空き家の発生が減少しています。 

 

 

②住まなくなった理由 

 住まなくなった理由で「①住んでいた者が死亡した」が、前回調査は２４％で、今回調査は４５％と前回調査

と今回調査両方が最も多く、「③他所に住む家族と一緒に暮らすため住み替えた」が、前回調査は１２％、今

回調査は１４％で、｢②住んでいた者が病院や福祉施設への入所｣が、前回調査は１１％、今回調査は１４％

といった順になり、傾向としては、前回調査と同様の傾向が示されました。 

 

   

①１～５年  

22% 

②６～10年  

26% 
③10～15年 

19% 

④16年～20年  

11% 

⑤21年～30年  

6% 

⑥30年以上 

4% 

⑦相続したので状

況がわからない 

0% 

⑧住んでいた者と面

識が無いのでわから

ない 

1% 
無回答 

11% 

45% 

14% 

14% 

5% 

2% 

1% 

1% 

3% 
15% 

①住んでいた者が死亡した 

②住んでいた者が病院への入院や福祉施設への入所

のため 

③他所に住む家族と一緒に暮らすため住み替えた 

④仕事や学校の都合で住み替えた 

⑤生活に不便なため住み替えた 

⑥建て替えが困難なため住み替えた 

⑦相続したので状況がわからない 

⑧住んでいた者と面識が無いのでわからない 

無回答 
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③住宅への居住について 

  住宅への居住については、「①住む」と「②住む予定」を合わせると、前回調査は１４％、今回調査は１９％

で、「③住む予定はない」では、前回調査は４５％、今回調査は６１％と前回調査と同様の傾向が示されまし

た。 

 

④売却や賃貸としての活用について 

この設問については、前回調査項目は無いため、今回調査のみとなり、 「①積極的に活用したい」と「②条

件が合えば活用したい」、「③所有者又は家族や相続人等が同意すれば活用したい」を合わせると、５９％が

活用意向を持っていることが分かります。 

活用したいと考えている所有者の４６％が「売却」意向で、７％が「賃貸」意向で、「わからない」が３７％とな

っています。また、活用したいと考えている所有者の３割から「ストックバンク登録及び外部情報の提供同意を

得られました。 

  

5% 

14% 

61% 

20% 

0% 
①市内に住んでいる、回答者本人（家族、親

類、友人、知人）が住む 予定がある 

②市外に住んでいる、回答者本人（家族、親

類、友人、知人）が住む予定がある 

③住む予定は無い 

④わからない 

無回答 

24% 

26% 

9% 

20% 

2% 

19% 

0% 

①積極的に活用したいと思う 

②条件が合えば活用したいと思う 

③所有者又は家族や相続人等が同意すれば活用し

たいと思う 

④わからない 

⑤所有者又は家族や相続人等が反対しているので

活用しない 

⑥活用する意思はない 

無回答 
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（表紙） （１面） 

（２面） （３面） 
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６）ストックバンク登録と外部情報提供同意書 

 ストックバンクとは、伊賀流空き家バンク制度で、「公開する物件（空き家バンク）」と「公開しない物件（ストッ

クバンク）」に分けておくための制度です。これは、「公開する物件」は、移住・定住施策といった公共利用に用

い、「公開しない物件」は、移住・定住を希望する方の希望物件をいち早くマッチングすることで伊賀市に住ん

でいただくことを目的としています。また、民間事業者や個人が空き家を活用して地域活性化に利活用する場

合に民間の不動産事業者（協定締結団体）が空き家活用カルテを利用しマッチングする場合や、城下町や

歴史街道沿い、農村地域などの空き家を面的に活用する場合など、公共利用と商業利用を可能として空き

家を流通させるものです。 

 外部情報の提供同意書は、民間不動産事業者（協定締結団体）が空き家活用カルテを利用するための同

意書です。  
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７）公共利用と商業利用のイメージ 

  空き家の増加抑制を図りながら、あらゆる活用手法を取り入れ、地域活性化を図り、伊賀市の伝統・文

化・歴史を保全し、伊賀市の魅力を最大限活かし空き家所有者の協力を得ながら取り組みを進める必要

があります。 

 そのため、所有者情報と物件情報に分け、段階をおって情報を民間団体に提供することで、空き家所有

者等の不安解消と、近隣住民の不安を煽ることが無いように空き家利活用を進め、多面的な利活用を行

える空き家カルテと所有者情報の情報提供を行う仕組みを構築するイメージです。 

 

伊賀市に移住・定住希望者が求める物件は「特定の地域」や「建て方」、「築年数」、「校区」、「公共交通の

利便性」、「病院」、「ショッピングセンター近く」、「農地付き」など多種多様で、これらのニーズに合った物件は

なかなか出会うことはできません。 

 こうした、ニーズに沿った物件を円滑に検索しマッチングできる仕組みを整え、官民相互利用することで空き

家の流通を促進します。 

＜移住定住活用イメージ＞ 

 

  空き家を地域資源・観光資源として活用し、地域活性化を図ることを目的に、官民連携してまちづくりを進

めるため、空き家所有者等の協力を得ながら、中心市街地の城下町を面的に整備できるよう、また、郊外

での民泊や交流施設への活用など行います。 

＜地域活性活用イメージ＞ 

  

公
共
利
用 

商
業
利
用 
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８）ワンストップサポート 

①連携を望む空き家所有者 

伊賀市が平成２７年１２月に行った「空

き家所有者等現況調査及び意識調査」

結果では、空き家所有者の６０％が行政

と民間団体との連携を望んでおり、行政

主導も含めると７５％と大半の方が行政

に関りを求めていることが分かりました。 

  こうした結果を受け、空き家対策に取り

組むため官民連携した取り組みを行える

ように協定を締結しています。 

 

 

②個人情報の取扱いに関する取り決め 

  空き家対策に関する協定締結団体との個人情報の取扱いに関しては、協定書中に記載しています。 

（甲が行う情報提供等） 

第７条 甲は、この協定の業務及びこの協定の連携業務の実施にあたり、 

         空家等の所有者等の同意を得て、乙に空家等に関する必要な情報を 

         提供するものとする。 

２ 甲は、この協定の業務及びこの協定の連携業務の実施にあたり、 

空家等所有者等への情報 提供や発信、業務の取次を行うものとする。 

 

 

 ③外部情報提供の流れ 

   ワンストップサポートでは、行政が窓口となり空き家所有者や伊賀流空き家バンク利用者などから、空き

家や物件購入・賃貸にかかわる諸問題の相談を受け、窓口で解決が図れない専門性の高い相談について

は、相談者からの同意を得て、協定団体へサポートの依頼を行ないます。 

 協定団体から、専門家の派遣を受け、相談者へ紹介し、協定団体と行政が共に解決に向けて相談者の

支援を行います。 
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 ④ワンストップサポート体制 

所有者や利用者の空き家にかかる様々なニーズに応えるため、関係団体と連携を図り相談から支援を

行える体制整備の充実を図り、空き家の諸課題に即応できるワンストップサポート体制の構築を図っていま

す。 

 

⑤トラブル対応の処理規定 

◆空家等対策に関する協定書 

（苦情又は紛争の処理） 

第９条 この協定に基づいて行う業務に関して、苦情又は紛争が発生した場合、甲及び乙に 

      おいて連携し処理することとする。 

 

◆空き家バンク制度に関する協定書 

  （苦情又は紛争の処理） 

第９条 この協定に基づいて行う乙の業務に関して、苦情又は紛争が発生した場合、又は媒 

    介業者が本協定に基づく業務に関し不正若しくは不誠実な行為をした場合は、乙において 

    処理することとし、乙は乙の措置及び指示に媒介業者を異議なく従わせるものとする。 

 （業務規定） 

第１０条 乙は、この協定に基づく業務を適正に遂行するため、甲と協議のうえ業務規定を定 

    め、所属会員がこれを遵守するよう指導するものとする。 

 

 

◆連携してトラブルの解消に取り組む 

   伊賀市と協定団体との業務は、ペアーとなって相談から解決までをワンストップサポートの基本としていま

す。トラブルが発生した場合は、お互いが連携しトラブルの対処を行うことと定めています。 
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◆ワンストップサポート～空き家相談会 

   左から順に、三重県建設業協会伊賀支部、三重県建築士事務所協会、三重県土地家屋調査士会、

三重県司法書士会、三重県不動産鑑定士協会、三重県宅地建物取引業協会、伊賀市の７ブースがあり、

相談者はそれぞれの専門家からアドバイスを受けることができます。また、相談者は、各協定団体に業務を

依頼することができ、依頼を受けた団体は、協会に依頼内容を持ち帰り、適切な専門家へ相談が引継が

れます。 

 

 

（３）成果 

１） 平成２９年２月末で、特定空家等のおそれのある建築物すべての判定調査（３次調査）が完了し、

特定空家等の判定と空家等に移行した空き家の分類ができ、残された活用可能と思われる空き家

２，２２６棟すべての調査が無事完了し、空き家活用カルテを完成することができました。 

◆調査結果 

 活用可能空き家                １，３８９棟 

 同一敷地内の建築物(錯誤)             ２６９棟 

 新築・リノベーション済み（活用済み）       ２５６棟 

 特定空家等のおそれのある空き家          １１３棟 

 建物無し（解体済み）                ８５棟 

 居住できる建築物ではない（倉庫等）          ４６棟 

 法対象外（連続する１棟でも居住している長屋）    ３５棟 

 不動産事業者管理物件                 ３３棟 

                       ２，２２６棟 

３） 空き家調査の結果から、空き家活用カルテをもとに、「居住していない建築物の活用意向調査」を

行うことができ、１，３８９棟のうち５００棟の意向調査に取り組むことができ、１９６件（39.2％）の回答

がありました。そのうち、５７件（29.1％）の同意を得ることができ、ストックバンク登録に繋げることがで

きました。 

２） 団体と協定を締結してからこれまで、連携して空き家対策に取り組んできたことで、事業者と伊賀市

の信頼関係も築け、また、空き家バンク利用者や空き家所有者から安心して相談ができると好評を

得ています。 

 

３．評価と課題 

１）行政が主体となって、専門団・機関と連携し、取り組んだことで、空き家所有者に安心して利用いただ

ける環境ができ、また、空き家を移住・定住・地域活性化に利用するための基盤が確立され、空き家を

有効に利活用しイノベーションをはかる契機に繋がった。 

 今後の課題として、伊賀流空き家バンク制度にストックバンクを組み込み、制度を拡充する必要があり、

これまでの公共利用から商業利用を可能とするための制度設計を行う必要がある。 



16 
 

４．今後の展開 

伊賀流空き家バンク制度を発展させ、移住・定住・地域活性などあらゆるシーンで空き家を地域の資

源・社会資源として活用を図れるよう取組み、中古住宅市場の活性と人口維持・地域経済・コミュニティの

賑わい・観光振興などに繋げていきたい。 

 

■ 本事業の担当部署･担当者 

担当部署 三重県伊賀市 人権生活環境部 市民生活課 

担当者 空き家対策係長 豊味 崇（とよみ たかし） 

連絡先 
住所 〒518-8501 三重県伊賀市上野丸之内１１６ 

電話  ０５９５－２２－９６７６ 

ホームページ https://www.city.iga.lg.jp/ 
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